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蓮田白岡衛生組合物品購入単価契約約款  

（総則） 

第１条 発注者（以下「甲」という。）及び受注者（以下「乙」という。）は、契約書及び仕様書記載の物品

購入契約に関し、契約書に定めるもののほか、この約款に基づき、これを履行しなければならない。 

（物品の納入） 

第２条 乙は、契約書記載の契約期間中、甲の発注があるごとに、その都度指定する期日までに物品を納入す

るものとする。この場合、乙は、直ちに納品書を以ってその旨を甲に通知しなければならない。 

（検査） 

第３条 甲は、物品の納入を受けたときは、直ちに検査を行わなければならない。 

２ 前項の検査は、物品納入場所において行うものとし、物品の検査に必要な費用及び検査のために変質・消

耗又はき損したものの損失は、乙の負担とする。 

３ 検査の結果、内容の全部又は一部が契約に違反し、又は不当であるときは、乙は当該物品を遅滞なく引取

り、甲の指定する期日までに良品を納入するものとする。この場合においては、前条及び第３条第１項並び

に第２項の規定を準用する。また、この場合における一切の損害は乙が負担する。 

（担保責任） 

第４条 納入した物品に欠陥があるときは、乙はその担保の責任を負うものとする。 

（代金の支払） 

第５条 乙は、毎月５日までに前月中に納入した分をとりまとめたうえ、甲の確認を得てその代金の支払いを

甲に請求するものとし、甲は、乙から適法な支払請求を受理したときは、その日から４０日以内に代金を支

払わなければならない。 

（契約の解除） 

第６条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは契約を解除することができる。 

(1) 所定期日までに物品を完納しないとき、又は完納する見込みがないと明らかに認められるとき。 

(2) 第３条第３項の規定による不合格物品の引換えを行わないとき。 

(3) 甲の行う検査に際し、係員の指示に従わず、又は職務の執行を妨げ、若しくは不正の行為をしたとき。 

(4) 第９条の規定に違反したとき。 

(5) 前各号のほかに契約書及びこの約款に違反したとき。 

２ 乙は、 前項の規定により契約が解除された場合において、予定数量に単価を乗じて得た契約金額(複数単価に

よる契約の場合は、この額の総額)から既納部分(検査に合格したものに限る。)を控除した金額の10 分の１に相

当する額を違約金として、甲の指定する期間内に支払わなければならない。契約物品の納入が完了した場合も、

同様とする。 

３ 前項の規定による解除の結果乙に生じた損害については、甲は賠償の責を負わない。 

（履行遅延の場合の違約金） 

第７条 乙の責に帰すべき理由により納入期間内に納入を完了することができない場合において、納入期間経

過後相当の期間内に完了する見込みがあると甲が認めたときは、甲は、乙に違約金を科して納入期間を延長

することができる。 



２ 前項の違約金の額は、契約金額から納入済み物品に相応する契約金額を控除した額につき、遅延日数に応

じ、契約日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の

規定に基づき財務大臣が決定する率（以下「支払遅延防止法で定める率」という。）で計算した額とする。

ただし、違約金の総額が１００円に満たないときは、これを徴収しない。 

３ 甲の責に帰する事由により、第５条の規定による契約金の支払が遅れた場合においては、乙は、未受領金

額につき、遅延日数に応じ、支払遅延防止法で定める率で計算した額の遅延利息の支払を甲に請求すること

ができる。ただし、遅延利息の総額が１００円に満たないときは、甲は、これを支払うことを要しないもの

とし、その額に１００円に満たない端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（事情変更） 

第８条 この契約締結後において、市場価格に著しい変動があった場合は、甲乙協議のうえ、契約単価の変更

を行うことができるものとする。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第９条 乙は、甲の承諾を得ないで、この契約上の権利を他人に譲り渡し、若しくは担保に供し、又はこの契

約上の義務を他人に引受けさせてはならない。 

（履行の延期） 

第１０条 乙は、天災、その他やむを得ない理由により、この契約上の義務を甲の指定する納入期間までに履

行できないと認められる場合は、速やかに、その理由、履行の予定日時等を書面で甲に申し出なければなら

ない。 

（協議） 

第１１条 甲及び乙が本契約を実施するために、必要な細部の事項並びに本契約履行につき、意見の相違を生

じたとき、及びこの約款に定めのない事項については、その都度甲乙協議の上決定する。 

 

「改正」平成１９年４月１日 
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